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貸 借 対 照 表  
（2019 年３月 31 日現在） 

                                                                         （単位：百万円） 

科     目  金    額  科     目  金    額  

（資産の部）    （負債の部）    

 流動資産 【 40,357 】  流動負債 【 29,025 】 
現金及び預金  21,333  買掛金  1,211  

売掛金  392  短期借入金  1,503  

棚卸資産  579  １年内返済  
106 

 

景品  3,498   予定の長期借入金   

前渡金  60  未払金  5,684  

前払費用  1,440  未払法人税等  4,108  

未収入金  246  未払消費税等  1,484  

短期貸付金  23  未払費用  7,176  

預け金  12,753  預り金  609  

その他  44  貯玉預り金  6,725  

貸倒引当金  △ 14  役員賞与引当金  13  

    その他  402  

 固定資産 【 80,041 】     

有形固定資産 【 60,057 】  固定負債 【 4,757 】 

建物  30,904  長期未払金  322  

構築物  4,713  資産除去債務  4,171  

車両運搬具  7  その他  263  

工具器具備品  17,398      

土地  6,822      

建設仮勘定  211      

        

無形固定資産 【 3,662 】     

借地権  2,835  負 債 合 計  33,783  

電話加入権  77      

ソフトウェア  685  （純資産の部）    

その他  63   株主資本 【 86,551 】 

      資本金 【 5,000 】 

投資その他の資産 【 16,321 】   資本剰余金 【 40 】 

投資有価証券  615     その他資本剰余金  40  

出資金  94    利益剰余金 【 81,511 】 

関係会社出資金  1  利益準備金  1,250  

長期貸付金  30  その他利益剰余金  80,261  

建設協力長期貸付金  238  別 途 積 立 金  50,000  

長期前払費用  633  繰越利益剰余金  30,261  

賃貸固定資産  1,161      

差入保証金  6,004   評価・換算差額等 【 63 】 

繰延税金資産  7,364  その他有価証券評価差額金  63  

その他  197     

貸倒引当金  △ 20      

    純資産合計  86,615  

資産合計  120,398  負債・純資産合計  120,398  
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損 益 計 算 書  

（2018 年４月１日 から 2019 年３月 31 日まで） 

                          （単位：百万円） 

科       目 金      額 

 営 業 収 入  ※    136,584 

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費    118,423 

 営 業 利 益    18,160 

 営 業 外 収 益     

  受取利息及び配当金   32   

  不 動 産 等 賃 貸 収 益   954   

  ﾘ ｻ ｲ ｸ ﾙ ｶ ｰ ﾄ ﾞ受 入 益               214   

  雑 収 入               394  1,595 

 
営 業 外 費 用 

 
 

 
 

  支 払 利 息  37   

  不 動 産 等 賃 貸 費 用  360   

  ｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ等手数料  266   

  雑 支 出  13  678 

 経 常 利 益    19,077 

 特   別   利   益     

  固 定 資 産 売 却 益  0   

  受 取 保 険 金  470  470 

 特   別   損   失     

  固 定 資 産 除 売 却 損  127   

  減 損 損 失  521   

  災 害 損 失  614   

  解 約 違 約 金  59  1,322 

 税 引 前 当 期 純 利 益    18,226 

  法人税、住民税及び事業税  5,939   

  法 人 税 等 調 整 額  △101  5,838 

 当 期 純 利 益    12,387 

 

※ 営業収入内訳                          （単位：百万円） 

科       目 金      額 

 貸 玉 収 入    700,808 

 景 品 出 庫 額     

  期 首 景 品 棚 卸 高  3,793   

  当 期 景 品 入 庫 高 等  568,352   

  期 末 景 品 棚 卸 高  △3,498  568,647 

 遊 技 業 収 入    132,161 

 自販機手数料等収入    4,423 

 営 業 収 入    136,584 
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株主資本等変動計算書 
（2018 年４月１日 から 2019 年３月 31日まで） 

（単位：百万円） 

項 目 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
その他資本 

剰余金 

資本剰余金 

合計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金 

合計 別 途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

2 0 1 8年 4 月 1 日 残 高 5,000 40 40 1,250 50,000 26,989 78,239 83,279 

事 業 年 度 中 の 変 動 額         

 剰 余 金 の 配 当      △9,115 △9,115 △9,115 

 当 期 純 利 益      12,387 12,387 12,387 

 
株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額) 
        

事業年度中の変動額合計 - - - - - 3,271   3,271   3,271 

2 0 1 9 年 3月 3 1 日 残 高 5,000 40 40 1,250 50,000 30,261  81,511 86,551 

 

（単位：百万円） 

項 目 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

2 0 1 8 年 4 月 1 日 残 高 106 106 83,385 

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

 剰 余 金 の 配 当   △9,115 

 当 期 純 利 益   12,387 

 
株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額) 
△42 △42 △42 

事業年度中の変動額合計 △42 △42 3,229 

2 0 1 9 年 3月 3 1 日 残 高 63 63 86,615 
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個 別 注 記 表  
（2018 年４月１日 から 2019 年３月 31日まで） 

 

重 要 な 会 計 方 針 に 係 る 事 項 に 関 す る 注 記  

  

１. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式（関係会社出資金含む） 

移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

① 市場価格のあるもの … 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を

採用しております。 

② 市場価格のないもの … 移動平均法による原価法を採用しております。 

 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）を採用しております。 

 

(3) 景品の評価基準及び評価方法 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）を採用しております。 

 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び 2016 年４月

１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内の利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

また、事業用定期借地権については、契約期間に基づく定額法を採用しております。 

 

(3) 賃貸固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。 

ただし、1998 年４月１日以降に取得した賃貸固定資産に含まれる建物（建物附属設備

を除く）及び 2016 年４月１日以後に取得した建物附属設備については、定額法を採用

しております。 

  

（4）リース資産  

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
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３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

 

(2) 役員賞与引当金  

役員の賞与の支払いに備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上してお

ります。 

 

   

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム） 

当社グループの資金効率化を目的としたＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）

の利用により、貸借対照表上に「預け金」12,753 百万円を計上しております。 

 

(2) 消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

表 示 方 法 の 変 更 に 関 す る 注 記  

 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年２月 16

日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、

繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 
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貸 借 対 照 表 等 に 関 す る 注 記  

 

１．担保提供資産 

（1）担保に供している資産 

建 物   220 百万円 

土 地  2,356 百万円 

合 計 2,576 百万円 

     上記資産に銀行取引に係る根抵当権が設定されていますが、担保付債務はありません。 

 

２．減価償却累計額  

有形固定資産           141,909 百万円 

投資その他の資産 

(賃貸固定資産)           2,558 百万円 

 

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権         12,783 百万円 

短期金銭債務              1 百万円 

 

４．資産除去債務 

（1）当該資産除去債務の概要 

店舗等の不動産賃貸借契約及び定期借地権契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を当該契約期間に応じて７年から 30年と見積り、割引率は契約期間に応

じた期間に対応する利付き国債の利回り0.24％から2.31％を使用して資産除去債務の

金額を計算しております。 

 

（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

   

期首残高 4,094 百万円 

有形固定資産の取得に伴う増加額 25 百万円 

時の経過による調整額  75 百万円 

資産除去債務の履行による減少額 △ 24 百万円 

 期末残高 4,171 百万円 
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損 益 計 算 書 に 関 す る 注 記  

 

１．関係会社との取引高 

営業取引 

販売費及び一般管理費     619 百万円 

営業取引以外の取引高       50 百万円 

 

２．減損損失  

                             (単位：百万円) 

場  所 用  途 種  類 減損損失 

西日暮里店  

（東京都荒川区） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 10 

新発田店 

（新潟県新発田市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品 17 

日立店 

（茨城県日立市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品 6 

名取店 

（宮城県名取市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 5 

砂川店 

（北海道砂川市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品 2 

岩船店 

（新潟県村上市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 5 

横手店 

（秋田県横手市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品 27 

富山上冨居店 

（富山県富山市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 48 

太田店 

（群馬県太田市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 11 

群馬伊勢崎店 

（群馬県伊勢崎市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 29 

都城店 

（宮崎県都城市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 4 

前橋店 

（群馬県前橋市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 4 

鳴門店 

（徳島県鳴門市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 7 

佐賀神埼店 

（佐賀県神埼市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 16 

三重川越町店 

（三重県三重郡川越町） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 32 

滋賀愛知川店 

（滋賀県愛知郡愛荘町） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 17 

京都京丹後店 

（京都府京丹後市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物等 7 

ダイナム信頼の森岐阜日野店 

（岐阜県岐阜市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品 4 

宮城仙台一番町店 

（宮城県仙台市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 建物附属設備等 145 

宮崎三股店 

（宮崎県北諸県郡三股町） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 14 

新潟上越インター店 

（新潟県上越市） 
ﾊﾟﾁﾝｺﾎｰﾙ 工具器具備品等 100 

合   計 521 
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当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピングし

ております。営業活動から生じる損益が継続してマイナスである店舗における資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（521 百万円）として特別損失に計上い

たしました。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額又は使用価値により測定しており、正味売却価額につい

ては鑑定評価額により評価、使用価値については見積将来キャッシュ・フローを貨幣の時間的価

値及び当該資産に固有のリスクを反映した税引前の割引率（8.54％）で割り引いて算定しており

ます。 
 
 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 に 関 す る 注 記  

 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

                                    （単位：千株） 

  

前事業年度末 
株式数 

当事業年度 
増加株式数 

当事業年度 
減少株式数 

当事業年度末 
株式数 

発行済株式数     

 普通株式 32,556 － － 32,556 

 

２．剰余金の配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

  2018 年５月 17日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

配当金の総額 4,557 百万円 

１株当たりの配当金額 140 円 00 銭 

基準日 2018 年 ３月 31 日 

効力発生日 2018 年 ６月 15 日 

 

(2) 配当金支払額 

  2018 年 12 月 20 日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

配当金の総額 4,557 百万円 

１株当たりの配当金額 140 円 00 銭 

基準日 2018 年 ９月 30 日 

効力発生日 2018 年 12 月 26日 

 

（3）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

  2019 年５月 21日開催の取締役会において、次のとおり決議を予定しております。 

配当金の総額 4,557 百万円  

配当の原資 利益剰余金  

１株当たりの配当金額 140 円 00 銭  

基準日 2019 年 ３月 31 日  

効力発生日 2019 年 ６月 19 日 （予定） 
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税 効 果 会 計 に 関 す る 注 記  

 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産 

遊技台減価償却限度超過額 

借地権償却 

資産除去債務 

未払賞与 

減損損失 

貯玉預り金 

未払事業税 

退職慰労金未払額 

固定資産減価償却限度超過額 

その他 

  

 

3,825 

1,402 

1,277 

1,030 

891 

353 

259 

35 

22 

193 

 

 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

百万円 

繰延税金資産 小計  9,292 百万円 

評価性引当額  △1,576 百万円 

繰延税金資産 合計  7,716 百万円 

 

繰延税金負債 

 投資有価証券評価差額 

資産除去費用 

  

 

△ 28 

△ 323 

 

 

百万円 

百万円 

繰延税金負債 合計  △351 百万円 

繰延税金資産 純額  7,364 百万円 

 

 

 

金 融 商 品 に 関 す る 注 記  

 

１． 金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については一部の有価証券を除き、短期的な預金等に限定しております。

期中の必要な資金についてはコミットメントライン契約による銀行借入により調達を実施して

おります。また、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

保有している投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、業

務上の関係を有する株式であります。 

営業債務による未払金は、全てが１年以内の支払期日であります。 

営業債務や借入金は流動性リスクに晒されておりますが、月次に資金繰り計画を作成するな

どの方法により管理を行っております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

   2019 年３月 31 日（当社の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。 

                                      （単位：百万円） 

 科  目 貸借対照表計上額（※） 時価（※） 差額 

 (1) 現金及び預金 21,333 21,333 － 

 (2) 売掛金 392 392 － 

 (3) 預け金 12,753 12,753 － 

 (4) 投資有価証券   － 

 その他有価証券 525 525 － 

 (5) 差入保証金 

(6) 買掛金 

6,004 

(1,211) 

 5,789 

(1,211) 

△215 

       － 

 (7) 短期借入金 (1,503) (1,503) － 

 (8) １年内返済予定の長期借入金 (106) (106) － 

 (9) 未払金 (5,684) (5,684) － 

 (10)未払法人税等 (4,108) (4,108) － 

 (11)未払消費税等 (1,484) (1,484) － 

 (12)未払費用 (7,176) (7,176) － 

 （※）負債に計上されているものについては、（   ）で示しております。 

 
(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項 
 
(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) 預け金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。 
 

(4) 投資有価証券 
株式の時価については、取引所の価格によっております。 
 

(5) 差入保証金 
差入保証金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを回収期日までの期間に対応する
国債の利回り等で割り引いた現在価値により算定しております。 
 

(6) 買掛金、(7) 短期借入金、（8）１年内返済予定の長期借入金、(9) 未払金、(10) 未払法人
税等、(11) 未払消費税等、(12) 未払費用 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。 
 

 
(注２) 非上場株式（貸借対照表計上額 90 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フ

ローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「（4）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 
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関 連 当 事 者 と の 取 引 に 関 す る 注 記  

 

(1)親会社及び法人主要株主等 

（単位：百万円） 

属性 
会社等の 
名称 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者
との関係 

取引内容 
取引 
金額 
(注 2) 

科  目 
期末 
残高 

親会社 
㈱ﾀﾞｲﾅﾑｼﾞｬﾊﾟﾝ 
ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 

被所有 
直 接
100% 

役員の兼任等 

 
資金の寄託 

 
利息の受取 
（注 1） 

 
経営指導料 

 

 
－ 
 

0 
 
 

618 
 

 
預 け 金 

 
－ 
 
 

－ 
 

 
12,753 

 
－ 

 
 

   － 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１） 資金の預託取引は、親会社が運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に

おける短期的かつ反復的な取引のため、取引金額は記載を省略しております。利率は市場
金利を勘案して合理的に決定しております。 

（注２） 取引金額には消費税等を含めておりません。 

 

(2) 財務諸表作成会社と同一の親会社をもつ会社 

（単位：百万円） 

属性 
会社等の 
名称 

議決権等
の所有（被
所有）割合 

関連当事者
との関係 取引内容 

取引 
金額 

(注 1,2) 
科  目 

期末 
残高 

親会社の
子会社 

㈱ﾀﾞｲﾅﾑﾋﾞｼﾞﾈｽ 
ｻﾎﾟｰﾄ 

なし 主要取引先 

 
店舗等の賃借 

 
遊技機関連業 
務の委託等 

 

 
 2,817 

 
 

555 
 

 
－ 
    
 

未 払 金 

       
－ 

 
     

 52 
  

㈱日本ﾋｭｳﾏｯﾌﾟ 
 

なし 主要取引先 

 
清掃業務 
の委託等 

 
不動産の賃貸等 
 

 
 

5,488 
 

544 
 

 
 

未 払 金 
 
－ 

 
 
509 

 
－ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注１） 価格その他の取引条件は、市場価格を勘案した当社希望価格を提示し、毎期価格交渉のう

え決定しております。 
（注２） 取引金額には消費税等を含めておりません。 

 
１ 株 当 た り 情 報 に 関 す る 注 記  

 
１．１株当たり純資産額      2,660 円 45 銭 
２．１株当たり当期純利益      380 円 50 銭 

 
重 要 な 後 発 事 象 に 関 す る 注 記  

 

該当事項はありません。 


